
 

 

小小郡郡鳥鳥栖栖南南ススママーートトイインンタターーチチェェンンジジ周周辺辺地地域域ののままちちづづくくりり方方針針 
検討区域における地域の自然環境や住環境を守りながら、将来的に予想される人口減少・少子高齢化への対

応、激甚・頻発化している自然災害への対応、営農環境の維持等の課題解決に向けて、市と地域とが協働でま

ちづくりに取り組んでいくため、土地利用構想の検討、作成を行った。 
作成にあたっては、土地利用構想作成の背景、目的を整理した上で、上位・関連計画における検討区域の位

置づけ、検討区域の現状や課題、地域の持つポテンシャル等を踏まえ、まちづくりの基本的方向を設定し、土

地利用構想を作成した。 
 

(1) 検討区域の位置・範囲 
検討区域は、小郡鳥栖南 SIC東側に隣接して位置し、西側を南北に走る九州自動車道と東側を南北に流
れる宝満川に挟まれた区域である。 

 

図 1 0 検討区域位置図 

 

(2) 検討区域の基本情報・特性 
検討に先立ち、検討区域の土地利用現況や土地利用規制等の基本情報を整理した。 

表 1 検討区域の基本情報・特性 

 項目 内容 
1 位置・地形 

・土地利用

現況 

 小郡市の南西部に位置し、佐賀県鳥栖市と隣接した地域 
 地形は概ね平坦 
 本地域の北側は旧来からの市街地であり、小郡市の中心拠点として行政・業務機

能を配し、本地域の南側は田園地帯 
2 面積  約 250ha 
3 道路・交通  検討区域の西側を南北に九州自動車道が縦断しており、小郡鳥栖南 SICが存在 

 主要幹線道路は、主要地方道鳥栖朝倉線（県道 14 号）、主要地方道久留米小郡線
（県道 88 号）、下町・西福童 16 号線（都市計画道路三沢西福童線） 

 公共交通は、検討区域内の東側を西鉄天神大牟田線が南北方向に走っていて、区

域内の北東に西鉄端間駅が存在 
4 公共施設  小郡中学校、小郡地域運動広場 等 
5 土地利用に

係る規制及

び都市基盤

整備・市街

地整備の状

況 

 広範囲が市街化調整区域で農振農用地の指定あり 
 市街化区域と隣接する検討区域内の北側から、南側の既存集落の一部に及ぶ区域

を令和 3年に市街化区域に編入し、新たな住宅地及び地域に不足している生活利
便施設の誘導を推進 

 平成 23 年に既存集落を中心に都市計画法第 34 条第 11 号の区域指定を行
い、一戸建て専用住宅の建築は許容 

 久留米地方拠点都市地域基本計画

において「小郡リバーパーク拠点地

区」に指定され、西鉄端間駅周辺と

市道下町・西福童 16号線沿道部に
おいて、地区計画によるまちづくり

を推進 
 宝満川地区は、小郡市景観計画にお

いて「景観形成重点地区」に指定 
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(3) 上位・関連計画における位置づけ等を踏まえた留意事項 
上位・関連計画の整理結果を踏まえ、検討区域におけるまちの課題やまちづくりの方向性等を検討する

うえで留意すべき観点を以下の 4点に整理した。 
 
留意すべき観点１ 持続可能な集約型のまちづくりの推進 

・ 本市の都市づくりの方向性として掲げている「コンパクト・プラス・ネットワーク」の
実現に向けて、現状市街化調整区域である検討区域においても、今後の土地利用規制の

見直しの可能性を念頭に、鉄道駅等の拠点を中心とした都市機能の集積とその周辺の良

好な居住地の形成、アクセス道路の整備等による持続可能なまちづくりを検討する。 
 

留意すべき観点２ 小郡鳥栖南 SIC周辺での適切な土地利用 

・ 隣接する鳥栖市の動向を踏まえつつ、産業拠点に位置づけた小郡鳥栖南ＳＩＣ周辺にお
ける広域交流連携のポテンシャルを生かすような産業の立地誘導により雇用の場を創

出することを検討する。 
 

留意すべき観点３ 農業や自然環境との調和に配慮した地域資源の活用によ

る既存集落の活力の再生 

・ 市街化調整区域である検討区域では、地区計画制度を活用した土地利用のコントロール
による住環境の整備とともに、生活サービスや雇用の場を創出する都市機能を誘導する

ための基盤整備等の方向性を検討する。 
・ 宝満川とその周辺に位置づけられている景観形成重点地区においては、建築物等の制限

に留意した土地利用や親水空間の創出を検討する。 
 

留意すべき観点４ 土地利用を踏まえた水害対策 

・ 近年、激甚化・頻発化する自然災害に備えるため、宝満川の想定最大規模の降雨による
洪水浸水想定区域、浸水した場合に想定される水深（最大 5.0~10.0m未満）を踏まえ、
流域治水の考えのもと、土地利用に応じたハード・ソフト両面からの水害対策について

検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(4) まちづくりの課題 
検討区域の現状、上位・関連計画における位置づけ等を踏まえ、まちづくりの課題を整理した。 

 
まちづくりの課題１ 将来的な人口減少を見据えた持続可能なまちづくりへの

転換が必要 

・ 市全体の人口減少の傾向に対し、検討区域内の人口は 2010（平成 22）年以降、高齢化
は進んでいるものの、30～40 歳代を中心とした世帯の流入が進み、人口は増加傾向に
ある。しかし、当該区域においても将来的には人口減少が予想されるため、人口増加傾

向にある今のうちから、西鉄端間駅を中心とした生活利便性の高い持続可能なまちづく

りを推進することが必要である。また、当該区域は商業施設が不足しているため、鉄道

駅周辺や幹線道路沿道等のアクセス性の高い場所への商業機能の確保が必要である。 
 
まちづくりの課題２ 小郡鳥栖南 SIC 周辺の交通利便性を生かす適切な土地利

用に向けた土台づくりが必要 

・ 小郡鳥栖南 SIC 周辺は、広域からの交通利便性が向上することから、特に倉庫・物流
関連企業等の産業立地のポテンシャルを有している。しかし、現状は農地が大部分を占

め、水害リスクが存在するほか、市街化調整区域に該当するなど産業立地に向けて必要

な条件が整備されていないため、産業の誘致を促進するための土台となる基盤整備や都

市計画上の規制の見直し等が必要である。 
 
まちづくりの課題３ 営農環境・自然環境と調和した土地利用が必要 

・ 検討区域には、現状農地が広がっているが、営農者の高齢化、後継者不足により、今後
空き地や耕作放棄地が生じる可能性がある。そのため、地域特性や営農状況、流域治水

の観点に基づく必要性等に応じて、営農環境を保全する箇所と産業用地等への転換を図

る箇所を整理し、計画的に土地利用を誘導することが必要である。 
・ 宝満川とその周辺の自然環境の保全、親水空間の創出が必要である。 

 
まちづくりの課題４ 既存集落における住環境の維持が必要 

・ 検討区域の南に位置し西鉄味坂駅に近接している今朝丸地区の既存集落は、県道久留米

小郡線の沿道という交通利便性の高い地域である。本市がコンパクト・プラス・ネット

ワークのまちづくりを推進していく中で、鉄道駅に近接している当該地域の特性を踏ま

え、地域活力の維持につながるような取組みを推進することが必要である。 
 
まちづくりの課題５ 水害が日常生活や都市活動に及ぼす被害の低減が必要 

・ 検討区域は、宝満川の洪水浸水想定区域に含まれ、豪雨による浸水被害が発生している。
そのため、新たな土地利用の検討状況や既存集落における安全・安心な住環境の確保の

観点を踏まえながら、流域治水の考えに基づき、ハード・ソフトの両面から防災・減災

対策を進めることが必要である。 
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(2) ㄪᰝෆᐜ 
物流・倉庫としての土地利用可能性にࡘいて、ୗ⾲に♧す㡯┠ཬࡧ回答᪉ᘧのタ問をタᐃした。 
な1-1、࠾㹼1-6は敷地 A、敷地 Bのࡑれࡒれにࡘいて⫈取した。 

⾲ 3 ㄪᰝෆᐜ 

タၥ㡯┠ ᅇ⟅᪉ᘧ࣭㑅ᢥ⫥ 

≀
ὶ
࣭
಴
ᗜ
࡜
ࡋ
て
の 

土
地
利
用
可
能
性 

1-1㸬土地利用可

能性の᭷↓ 

Ӑ㑅ᢥ⫥ӑ༢ᩘ回答 

 土地利用の可能性はある 

 条件ḟ➨で᳨ウవ地はある 

 地域を▱らないのでよࡃศからない 

 土地利用の可能性は↓い 

1-2㸬土地利用可

能性が↓い⌮⏤ 

¾ ලయⓗな⌮⏤を⮬⏤回答 

≀
ὶ
࣭
಴
ᗜ
࡜
ࡋ
て 

土
地
利
用
す
る
ሙ
ྜ
の
ල
య
の
᪉
ἲ
࣭
条
件
等 

1-3㸬ㄏ⮴可能性

のある物流倉庫

の✀ู 

Ӑ㑅ᢥ⫥ӑ༢ᩘ回答 

 㸯㹼㸱㢮 ᬑ㏻倉庫 

 㔝積倉庫 

 ㈓ⶶᵴ倉庫 

 ༴㝤ရ倉庫 

 トࣛンクルー࣒ 

 ෭ⶶ倉庫 

 ࡑの௚（⮬⏤グ㏙） 

1-4㸬敷地つᶍ・

ᘓ物つᶍの条件 

¾ 土地利用するにᙜたっての敷地面積を⮬⏤回答。 

 ha௨ୖࠖのᙧᘧで、最低限度のᩘ್のみەەࠕͤ

¾ 土地利用するにᙜたってのᘓ⠏物のᘏᗋ面積を⮬⏤回答。 

 程度ࠖのᙧᘧで、ᩘ್のみ੍ەەࠕͤ

1-5㸬立地するた

めの๓ᥦ条件 

Ӑ㑅ᢥ⫥ӑ複ᩘ回答 

 地元調整が済んでいる 

 市の᪉でඛ行用地㈙཰が済んでいる 

 アクセス道路の整備が済んでいる 

 排水対策が済んでいる 

 ༊画整⌮等のᇶ┙整備が済んでいる 

 ࡑの௚（⮬⏤グ㏙） 

1-6㸬土地の権利

㛵ಀの要ᮃ࠙要

☜ㄆࠚ 

Ӑ㑅ᢥ⫥ӑ༢ᩘ回答 

 地権者から民間事業者࡬の኎༷ 

 地権者から民間事業者࡬のᐃᮇ೉地権ዎ約による㈚௜ 

 。᝿ᐃ኎㈙༢౯を⮬⏤回答ࠚ኎༷ࠖをᕼᮃした᪉ࠕ࠙ ¾

 ෇/੍程度ࠖのᙧᘧで、┠Ᏻとなるᩘ್のみەەࠕͤ

タၥ㡯┠ ᅇ⟅᪉ᘧ࣭㑅ᢥ⫥ 

≀
ὶ
࣭
಴
ᗜ
࡜
ࡋ
て 

土
地
利
用
す
る
ሙ
ྜ
の
ල
య
の

᪉
ἲ
࣭
条
件
等
ͤ 

 ᝿ᐃ㈚௜ᮇ間を㑅ᢥࠚᐃᮇ೉地権ዎ約により㈚௜ࠖをᕼᮃした᪉ࠕ࠙ ¾

Ӑ㑅ᢥ⫥ӑ༢ᩘ回答 

 20ᖺ 

 30ᖺ 

 40ᖺ 

 50ᖺ 

 50ᖺ௨ୖ 

 。᝿ᐃ㈤ᩱ༢౯を⮬⏤回答ࠚᐃᮇ೉地権ዎ約により㈚௜ࠖをᕼᮃした᪉ࠕ࠙ ¾

 ෇/੍程度ࠖのᙧᘧで、┠Ᏻとなるᩘ್のみەە᭶㢠ࠕͤ

¾ 土地の権利㛵ಀの回答の⌮⏤をල合ⓗに⮬⏤回答 

そ
の

他 

1-7㸬事業に㛵す

る意ぢ・要ᮃ 

¾ 事業にࡘいての意ぢ・要ᮃ等を⮬⏤回答 

¾ ᇶᮏ᝟ሗ ¾ ♫ྡ、担ᙜ㒊⨫ྡ、担ᙜ者ྡ、㐃⤡ඛ等を⮬⏤回答 

 
 ⌮ᅇ⟅⤖ᯝのᩚࢺ࣮ࢣࣥ࢔ 1.2.4

(1) 土地利用の可能性の᭷↓ 
土地利用の可能性はあるࠕ 条件ḟ➨で᳨ウண▱はあるࠖの回答を合計すると、敷地ࠕࠖ A は 72.7%、敷

地 Bは 66.6%であり、いずれも過༙ᩘとなっていることから、倉庫・物流としての土地利用のニーズは୍
ᐃ程度あるものとみられる。敷地 A（໭ഃ）の᪉が敷地 B（༡ഃ）よりもニーズが㧗ࡃ、௦⾲ⓗな⌮⏤は
敷地 Bの༡໭に⦪㛗な敷地ᙧ≧と浸水ࣜスクがᣲࡆられている。 

1) 敷地 A 

 

図 4 敷地 A の≀ὶ಴ᗜࡋ࡜ての土地利用の可能性 

2) 敷地 B 

 

図 5 敷地 B の≀ὶ಴ᗜࡋ࡜ての土地利用の可能性  

6



 

(2) 敷地面積 
敷地 Aで最低限必要な敷地面積の合計は 62.8ha（敷地 Aは 36.9ha）、敷地 Bで最低限必要な敷地面積

の合計は 78.3ha（敷地 Bは 73.3ha）であり、回答者の重複を考慮すると、アンケート結果としては、約
78.3haを用意すればニーズには概ね対応可能である（敷地全域を指す回答は除外）。 

1) 敷地 A 

 

図 6 敷地 A で想定する敷地面積 

2) 敷地 B 

 

図 7 敷地 B で想定する敷地面積 

 
 
 
 

(3) 土地利用にあたっての条件 
敷地 A、敷地 Bのいずれも、物流倉庫として土地利用をするにあたって主に求められている条件は、ア

クセス道路整備、地元調整、排水のための盛土造成工事が済んでいることである。 
1) 敷地 A 

 

図 8 敷地 A の土地利用にあたっての条件 

 
2) 敷地 B 

 

 

図 9 敷地 B の土地利用にあたっての条件 

(4) その他個別意見等 
1) 土地利用可能性全般 

 物流用地としてはかなりの好立地、事業性は問題なし 
 鳥栖市の計画もあるため、供給過多になる可能性 
 地権者の総意が得られていなければ事業者は興味を持てない、調整済みであれば事業も迅速に

進展 
 浸水対策が講じられれば進出企業立地が促進 

2) 事業者が求める情報 
 工程・事業スケジュール（事業化スケジュールが遅れればニーズに影響） 
 護岸整備等の行政による浸水対策、国・県・市の考え（市・地権者・民間企業いずれかに過度な

負担とならないよう、国、県等も巻き込んで取り組むべきではないか） 
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